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1. 緒言

本邦では 2025 年問題，つまり団塊の世代が 75 歳に達
し，医療や福祉などにかかる社会保障費の急増が予想さ
れることに対し，さまざま対策が講じられている。その
1 つとして健康づくり分野では，「健康寿命の延伸と健
康格差の縮小」を目標に掲げた「第 4 次国民健康づくり
対策　健康日本 21（第二次）」が推進されている（厚生
労働省，2012）。本施策は各自治体へも浸透し，市区町
村では地域住民に対する保健サービスが提供され，1 つ
として生活習慣病や介護予防を目的とした運動教室の開
催があるている（瀬戸市，2013）。この運動教室は専門
職である運動指導員や保健師が担当しているが，運動グ
ループの育成，指導，支援の全てを担う現行の派遣方式
では，健康意識の高まりや介護予防の要望に応え続ける
には，マンパワーや運営コストの面で限界がある（白澤
ほか，2008；高橋ほか，2005）。

このような社会問題に対し，健康づくりの新たな展開
として自助（住民一人一人が努力すること），公助（行
政機関等が提供するサービス），共助（システム化され
た支援活動），互助（近隣の方々がお互いに支えあうこと）
の有機的な関連が注目を集めている。つまり，自助を基
本にしながら，地域にある互助を活用することにより，
結果として公助の負担が軽減される（佐藤，2014）。と
ころが健康づくり分野における互助については開始して
間もなく，科学的なエビデンスは十分に蓄積されておら
ず，自助や公助との関係性も明確ではない（塩飽，
2013）。さらに著者が中高齢者を対象に事前に行った調
査では，健康づくりの現場で互助を促しても，「ほかの
人とどのように運動すればよいかわからない」，「これま
で体験したことをどう伝えればよいか分からない」と
いった不安を抱えていた（坂井ら，未発表データ）。今後，
健康づくりの流れを地域に浸透させるには，家族や地域
住民と良好な人間関係を築き，運動やスポーツ活動を促
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す，あるいは一緒に運動をするといった役割を担える人
材が必要と考えられた。さらに健康づくりボランティア
を養成する過程で参加者の心理面の変化が確認されれ
ば，互助のための活動が自助にも繋がり，健康づくりボ
ランティアを養成の意義が高まると考えられる。ところ
が，地域住民が運動指導をおこなったり，運動教室のサ
ポートをするようなボランティアの養成はおこなわれて
いるが（三ツ石ほか，2013；重松ほか，2013；白澤ほか，
2007），健康づくりをしやすい地域や人間関係の醸成を
担う人材養成はおこなわれていない。

本研究では，地域住民の健康づくりをサポートする人
材養成である健康づくりボランティア養成講座を開催し
たので，報告する。さらに，健康づくりボランティア養
成講座前後の心理社会的な効果について検討を加えた。

2. 方法

2.1.　対象者

対象者は，Ｎ大学が開催する健康運動教室に複数回参
加し，かつ 2015 年度春期健康運動教室に参加した 78 名
のうち，健康づくりボランティア養成講座への参加を希
望した者 58 名（男性 15 名，女性 43 名）であった。こ
れらの者を抽選にて健康づくりボランティア養成講座に
参加する 30 名（参加群，男性 7 名，女性 23 名）と， そ
の比較対象とする 28 名（非参加群，男性 8 名，女性 20 名）
に分類した。なお，健康づくりボランティア養成講座前
後の質問紙調査を両方実施しなかった者，回答に不備が
みられた者，健康づくりボランティア養成講座を複数回
欠席した者がいたため，心理社会的な効果の分析対象は
それらを除いた参加群 18 名 ( 男性 4 名，女性 14 名），
非参加群 19 名 ( 男性 6 名，女性 13 名）であった。

本研究は，名古屋学院大学「医学研究倫理審査委員会」
の承認を得ておこなった（承認番号 2015-5）。研究に先
立ち，対象者には研究の趣旨および内容について詳細に
説明し，十分な理解を得た上で同意書への署名を得た。

2.2.　健康づくりボランティア養成講座

健康づくりボランティア養成講座は，2015 年夏に 1
回 2 時間（理論 1 時間，実技 1 時間），計 5 回開催した（表
1）。養成する健康づくりボランティアとは，家族や地域
住民とコミュニケーションを取り，他者に運動やスポー
ツ活動を促す，あるいは他者と一緒に運動をするといっ
た役割を担う人材である。この点を念頭に置き，健康づ

くりボランティア養成講座を理論編と実技編にて分けて
プログラムを作成した。実技編では「ウォーキング方法」，

「運動中にできる体力評価」，「コミュニケーション能力」，
「自宅でできる筋力トレーニング方法」等を，理論編で
は「運動の功罪」，「現在の健康づくり施策」，「運動継続
と安全管理」，「ウォーキングマップ作成」等で構成した。
いずれのプログラムも，家族や地域住民が側にいること
を意識させながら進めた。

実技編として，「ウォーキング方法」では歩幅やケイ
デンスを意識したウォーキング方法に加え，健康づくり
ボランティア養成講座を開催した地域的な特徴を考慮し
傾斜地での歩き方を指導した。「自宅でできる筋力トレー
ニング」では，自重負荷により四肢や体幹を鍛える種目
を選定し，自宅や地域で安全に実践できるように指導を
した。「ウォーキング方法」や「自宅でできる筋力トレー
ニング方法」では，自身が運動を楽しむだけではなく，
友人や地域住民と一緒に運動やスポーツをした際に伝え
ると有効な情報（靴の履き方や選び方等）も教授した。「運
動中にできる体力評価」では， 5 分や 10 分で歩ける距離，
同じウォーキングコースに費やす時間，階段の上り下り
の際の運動のきつさ等が変化すれば，体力が変化してい
る可能性があることを教授し，実際に 6 分間歩いたとき
の歩行距離や 1000 m 歩くの費やした時間を計測した。

「コミュニケーション能力」では，普段は密な関わりが
ない隣人とでも良好な人間関係を築き上げられること，
さらには地域の情報発信源になれることを目標に，コ
ミュニケーションの第一歩であるあいさつと日本人が苦
手とする他者を褒めること（本間と祐川，2011）で構成
した。

理論編として，「運動継続と安全管理」では安全に運
動するためのウォームアップやクールダウンの必要性，
運動を継続することの意義，事故の予防，無理をしない
運動実践，で構成した。さらに，実技編でウォーキング
中の心拍数を polar 社製ハートレイトモニタ M400 にて
計測し，歩行速度と心拍数の関係を理解さることで，実
践面からも事故の予防，無理をしない運動実践を理解さ
せた。「現在の健康づくり施策」では，国や地方自治体
がおこなっている健康づくり施策を紹介すると共に，そ
の内容の根拠になっている情報を分かりやすく提供し
た。「ウォーキングマップ作成」では，自宅周辺の運動
環境を理解し，今ある環境で運動することを考えるため
に取り入れた。ウォーキングマップ作成のため，事前に
自宅周辺でウォーキングに適した環境を選定し，道路・
歩道の様子（段差，起伏，街灯，舗装の有無等），ラン
ドマーク，トイレの有無等の確認を求めた。ウォーキン
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グマップは，運動初心者でも実践可能な 2 km コースと
運動熟練者が利用する 4 km コースの 2 種類の作成を課
題とした。各コースの距離は，インターネット上の地図
機能を用いて確認するよう指導し，困難な場合は著者が
サポートした。4 回目にウォーキングマップの作成をプ
ログラムに取り入れたが，そのプログラムでウォーキン
グマップが完成しない場合は 5 回目までに完成させるよ
うに伝えた。5 回目では，完成したウォーキングマップ
を参加者全員の前で発表した。ウォーキングマップを作
成すること，その作成には事前の準備が必要であること，
完成したウォーキングマップを全員の前で発表すること
を健康づくりボランティア講座 1 回目に連絡した。

2.3.　質問紙調査

健康づくりボランティア養成講座における心理社会的
効果を検証するため，その前後に社会生活満足度，自己
効力感，社会関連性指標，生活満足度を調査した。社会
生活満足度の評価には，岡本（2010）によって開発され，
学習に関する満足度，他者・社会への貢献に関する満足

度，健康・体力に関する満足度，友人に関する満足度の
4 因子からなる「社会活動に関連する過ごし方の満足度

（ 全 16 項 目 ）」 を 用 い た。 自 己 効 力 感 の 評 価 に は，
Sherer ほか（1982）が尺度を開発し，成田ほか（1995）
によって翻訳された日常場面における行動の影響を反映
する「特性的自己効力感（全 23 項目）」を用いた。社会
関連性指標は，地域社会の中で人間と環境とのかかわり
を質的，量的に評価する「社会関連性指標（全 18 項目）」

（安梅と高山 , 1995），生活満足度は「人生全体について
の満足感」，「心理的安定」，「老い」についての評価する

「生活満足度尺度 k（全 9 項目）」（古谷野，1990）を用
いて調査した。いずれ項目も 2 ～ 5 件法にて回答させた。

社会関連性指標，生活満足度尺度 k については得ら
れた回答をそのまま得点化し，それぞれの総和を求めた。
社会生活満足度は得られた回答をそのまま得点化し，因
子別の和と総和を求めた。自己効力感については回答に
逆転項目を含んでいるため，適切な処理を施した後に得
点化し，総和を求めた。いずれの項目も得点が高いほど
満足度が高いように設定した。

表１．健康づくりボランティア養成講座のプログラム

理論編 実技編

1 回目

2 回目

3 回目

4 回目

5 回目

運動の功罪

（運動の短期的・長期的

メリットとデメリット）

健康づくり施策

（第２次いきいき瀬戸２１

健康日本２１瀬戸市計画）

運動継続と安全管理

(運動の継続，事故の予防，

ウォームアップとクールダウンの必要性)

ウォーキングマップ作成

（2 kmコースと4 kmコース）

ウォーキングマップ発表

（作成したマップの特徴を発表）

ウォーキング方法

（歩幅，ケイデンスを知る）

運動中にできる体力評価

（普段の運動で体力向上を感じる）

コミュニケーション能力

（他者の良いところを見つけ，褒める）

ウォーキング中の運動強度

（心拍数で運動強度を管理する）

自宅でできる筋力トレーニング方法

（身近な物を用いた筋力トレーニング）
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2.4.　統計処理

いずれの数値も平均値±標準偏差で示した。参加群
と非参加群の年齢の比較には対応のない t 検定，各群の
男女比の比較にはフィッシャーの正確確率検定を用い
た。健康づくり養成講座前後の質問紙調査における得点
の群間差は，時間と介入方法を要因とする二元配置分散
分析を用いて検討した。分析は統計ソフト SPSS ver.23
を用いておこない，統計的有意水準はいずれも 5％に設
定した。

3. 結果

対象者は，参加群が男性 4 名，女性 14 名の計 18 名（年
齢 67.8 ± 5.4 歳），非参加群は男性 6 名，女性 13 名の計
19 名（69.1 ± 4.6 歳）であり，平均年齢ならびに男女比
に有意な差はなかった。参加群の健康づくりボランティ
ア養成講座への参加率は 92.3％であった。課題とした
ウォーキングマップは全 15 マップ完成し，2 km コース
が 15 コース，4 ｋｍコースが 15 コースの計 30 コース
を作成した。

心理社会的効果の検証において，自己効力感の質問紙
調査の得点の総和（図 1，F(1，34) = 4.21，P < 0.05，
参加群：pre 59.0 ± 9.7 → post 62.0±10.1，非参加群：
pre 61.9 ± 9.1 → post 60.5±8.8）と質問項目毎の得点を
分析である「しなければならないことがあっても，なか
なか取りかからない（図 2，F(1，34) = 4.37，P < 0.05，
参加群：pre 2.90 ± 0.97 → post 3.29±0.97，非参加群：
pre 3.21 ± 0.98 → post 2.89±0.94）」，ならびに「面白く
ないことをする時でも，それが終わるまで頑張る（図 3，
F(1，34) = 5.84，P < 0.05，参加群：pre 2.06±0.56 → 
post 2.47 ± 0.87，非参加群：pre 2.79±1.08 → post 2.53
± 0.51）」において時間と群による有意な交互作用が認
められた。

一方，社会生活満足度では，総和（F(1，34) = 0.01，
P = 0.97）および因子毎の和である学習に関する満足度

（F(1，34) = 0.01，P = 0.92），他者・社会への貢献に関
する満足度（F(1，34) = 0.16，P = 0.69），健康・体力に
関する満足度（F(1，34) = 1.13，P = 0.29），友人に関す
る満足度（F(1，34) = 0.21，P = 0.65）のいずれにおい
ても時間と群による交互作用は認められなかった．社会
関連性指標（F(1，34) = 3.17，P = 0.09），生活満足度（F(1，
34) = 2.69，P = 0.11）においても社会生活満足度と同様
の結果であった。

4. 考察

4.1.　健康づくりボランティアの養成

健康づくりボランティア養成講座では，運動やスポー
ツ活動を支援する人材を養成した。今回養成講座を開催
した S 市は，2013 年に市民の健康づくりを推進するた
めの計画を策定し，地域に根ざした健康づくり活動を行
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図1 健康づくりボランティア養成講座前後の自己効力感に関する変化

参加群 非参加群
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図１． 健康づくりボランティア養成講座前後の
自己効力感に関する変化
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図2 「しなければならないことがあっても，なかなか取りかからない」

に関する健康づくりボランティア養成講座前後の変化

参加群 非参加群

F (1,34) = 4.37 (P < 0.05)
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図２． 「しなければならないことがあっても、なか
なか取りかからない」に関する健康づくりボ
ランティア養成講座前後の変化
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図3 「面白くないことをする時でも，それが終わるまで頑張る」

に関する健康づくりボランティア養成講座前後の変化

参加群 非参加群

F(1,34) = 5.84 (P < 0.05)

養成講座前 養成講座後

図３． 「面白くないことをする時でも，それが終わ
るまで頑張る」に関する健康づくりボラン
ティア養成講座前後の変化
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なう健康づくりボランティア活動参加者の増加を目標に
掲げた（瀬戸市，2013）。このように地域で健康づくり
が展開される気運は高まっていたが，活動の中心は保健
推進委員や食生活改善委員の活動参加であった。健康づ
くりとしての運動やスポーツ活動に対する支援は脆弱で
あり，運動やスポーツ活動に着目したボランティアの養
成が急務と考えられたため，本研究では運動やスポーツ
活動を支援するという役割を担ったボランティア育成と
なった。

また養成した健康づくりボランティアには，家族や地
域住民と良好な人間関係を築き，運動やスポーツ活動を
促す，あるいは一緒に運動をするといった役割を想定し
た。週 1 回運動している者は楽しさや他者との関わりを
最大の運動継続要因と考え，月 1-2 回の者は運動場所の
紹介や送迎，仲間や指導者の紹介を臨んでいることから

（重松ほか，2007），本研究で養成した健康づくりボラン
ティアは，運動やスポーツを実践しているがその頻度は
少ない集団への支援が有効であると考えられた。また白
澤ほか（2007）は有償ボランティアである体操リーダー
を育成・活用し，地域で概ね好評であったが，派遣開始
後に専門職である運動指導員と体操リーダーのレベル差
が大きいことが指摘された。その対策として，体操リー
ダーのレベルを一定以上に確保するための「認定試験の
実施」，「リーダー更新とスキルアップ教室の開催」があ
げられた。運動スキルを正確に教授する場合は，先行研
究の指摘のようにその教授方法が修得されていることや
教授するスキルをボランティア自身が実行できるか等を
試験で確認する必要があると考えられるが，本研究での
健康づくりボランティアはスキルを教授する役割を担わ
ない。そのため，先行研究で求められるような認定試験
を課すことはなかった。 

本養成講座のプログラムは，運動継続につながる内容
に加え，友人と一緒に運動する際に修得していると役立
つと考えられた健康づくりに関する情報，他者と良好な
人間関係を築くためのコミュニケーション方法，地域の
運動環境の理解が深まるウォーキングマップ作成等で構
成した。これまでに運動やスポーツに関するボランティ
アの養成として，プロスポーツや国民体育大会の開催を
きっかけに設立した例や，地域の運動教室に参加した者
が集まって設立した例がある（三ツ石ほか，2013；笹川
スポーツ財団，2015；重松ほか，2013）。後者の場合，
運動教室の運営や運動の指導に携わることがあるため，
ボランティアの養成では運動スキルや指導スキルの向上
を目的としたプログラムが講習の中心となる（三ツ石ほ
か，2013；重松ほか，2013）。一方，本研究では地域に

運動による健康づくりを広げ，根付かせることが目的で
あったため，先行研究とは異なるプログラムの構成に
なった。

またスキルを教授するボランティアが実際に活動した
際に，対応の仕方や態度・印象については高評価だが，
説明力や実技などリーダーとしての指導技術やスキル面
での評価は低調になる（白澤ほか，2007）。普段から運
動をしている体操リーダーであっても，人を指導するに
はさらなるスキルの修得が必要なようである。本研究の
対象者も先行研究同様，年 2 回開催している N 大学健
康運動教室に参加するなかでウォーキングや筋力トレー
ニングの実践方法を習得している者であったが，自分が
実践することと他者に指導することは大きく違うことを
理解させ，積極的に運動方法を指導しないよう注意を促
した。

健康づくりボランティアが家族や地域住民と良好な人
間関係を築くことに加えて，正確な情報を地域に伝播す
る発信源としての役割が担えるようコミュニケーション
能力の向上に関するプログラムを取り入れた。コミュニ
ケーション能力を高めれば，ウォーキング方法や筋力ト
レーニング方法など健康づくりに必要な情報を地域に発
信することができるようになると考え，健康づくりボラ
ンティア講座の中で重要なプログラムと位置づけた。健
康に関する全国 3000 名を対象とした調査によると，健
康に関して知りたい情報がある者は男女ともに 80％程
度である。その健康に関する情報の入手先として「かか
りつけの医師」，「大学や病院，診療所」，「医薬書」の順
に信頼されている一方，その媒体への接触度は低い（厚
生労働省，2014）。高いコミュニケーション能力を有す
る健康づくりボランティアが市町村，病院，大学等との
関係を保ち，そこで得られた情報を地域で発信できれば，
地域住民は欲する情報が容易に入手できるようになる。
そうなることで，彼らが居住する地域の健康づくりの
ムーブメントの高まりが期待される。

なおコミュニケーション能力の向上は，あいさつと人
を褒めることから図った。コミュニケーションとして人
を褒めることは，個人に対しても，グループに対しても
効果を発揮する（渡辺，2007；吉岡ほか，2008）。とこ
ろが日本人は誉めることが苦手であり，その理由として
誉める言葉が浮かばないことがあげられる（本間と祐川，
2011）。そこで，より多くの人を褒める経験を積み重ね
ることで，人を褒めるための語彙力を高めるように心掛
けた。



54 坂井 ・中野

4.2.　健康づくりボランティア養成講座による心
理社会的な変化

高齢者が地域のボランティアを務めることで，知的能
動性，社会的役割，日常生活に対する自己効力感，経済
的ゆとり満足度，近所との交流頻度が高まることが期待
できる（藤原ほか，2005；島貫ほか，2007）。本研究では，
地域で活躍できる健康づくりボランティアを養成する段
階であり，実際に地域で活動した経験はない。それにも
かかわらず計 5 回という短期間に自己効力感が良好に変
化したことは，興味深い結果である。自己効力感とは自
分がある状況において必要な行動をうまく遂行できるか
という可能性であり，自己効力感を高める要因として達
成体験，代理体験，言語的説得，生理的体験，想像的体
験がある（Bandura，1977；Maddux，2009）。これら 5
要因のうち，本研究では自己や他者の成功体験を想像す
ることである想像的体験や他者からの言語的励ましであ
る言語的説得によって自己効力感が向上したと考えられ
た。これは，健康づくりボランティア養成講座全体を通
して他者との関係をイメージさせたことが要因の一つと
して考えられた。また，森下と福井（2014）は情動表現
スタイルについて検討し，感謝，励まし，尊敬，賞賛は
同一の因子「親和的情動表現」であると報告した。コミュ
ニケーション能力の向上のため，励ましと同一因子であ
る他者を褒める活動を実践したことが言語的説得として
自己効力感の向上に寄与した可能性が考えられた。

自己効力感の質問項目のうち「しなければならないこ
とがあっても，なかなか取りかからない」と「面白くな
いことをする時でも，それが終わるまで頑張る」が改善
した。閉じこもり高齢者を対象とした先行研究では，対
象者に新たなことに挑戦させることで作業に対する達成
感や有能感を得ることができ，さらに他者からの賞賛が
加わることで自己効力感の向上に結びついた（沼田と村
田，2012）。また石井ほか（2007）は，満足感と目標達
成に有意な関連があると指摘し，高木ほか（2008）は課
題遂行の達成感が自己効力感の向上をもたらすと報告し
た。つまり，慣れない活動であっても，その活動を完遂
することで達成感が得られ，自己効力感が高まると考え
られる。本研究で有意に向上した質問項目はいずれも課
題遂行に関わる内容であることから，ウォーキングマッ
プの作成・発表や他者を褒めるなど普段はおこなわない
活動をしたこととウォーキングマップの発表後に受けた
他の参加者からの賞賛によって自己効力感が向上したと
考えられた。

今回のように健康づくりに携わるボランティアでは，

人々の健康増進に大きな影響を与えるだけではなく，自
らの健康づくりにも効果があることも示されている（藤
原ほか，2005；三ツ石ほか，2013）。本研究で養成した
健康づくりボランティアが活躍できる環境を提供できれ
ば，身体的，心理的，社会的に効果がさらに期待できる。
本研究は，地域に運動による健康づくり広めるための第
一歩である。健康づくりボランティア養成講座は，誰で
も容易に取り組むことができるプログラムで構成した。
今後は，健康づくりボランティア養成講座が他の地域で
も同様の変化をもたらすか検証すると共に，養成した人
材の円滑な活用方法，さらには健康づくりを行なう自主
グループの育成など，地域で活躍させるための方策を検
証する予定である。

5. まとめ

本研究では，家族や地域住民と良好な人間関係を築き，
運動やスポーツ活動を促す，あるいは一緒に運動をする
といった役割を担う健康づくりボランティアの養成を
ウォーキングマップ作成やコミュニケーション能力の向
上等によっておこない，30 名の健康づくりボランティ
アを養成することができた。そのうち 18 名の対象者に
心理社会的な質問紙調査をおこない，養成講座を受講し
たことで自己効力感，特に課題遂行に関する項目の変化
が認められた。
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